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仙台市環境影響評価条例施行規則（平成十一年仙台市規則第六号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

（対象事業） （対象事業） 

第三条 条例第二条第三項の規則で定める事業は、別表第一の第一欄に掲げ

る事業の種類に応じたそれぞれ同表の第二欄に掲げる事業の内容を有する

一の事業のうち、同表の第三欄に掲げる地域においてその事業の一部又は

全部が実施されるべき場合に応じ それぞれ同表の第四欄に掲げる   

  要件に該当する一の事業とする。ただし、当該事業が同表の一の項か

ら六の項まで、八の項から十九の項まで及び二十一の項から二十三の項ま

での第二欄に掲げる事業の内容のいずれかに該当し、かつ、公有水面の埋

立て又は干拓（同表の二十の項に該当するものに限る。）を伴うものであ

るときは、公有水面の埋立て又は干拓である部分を除くものとする。 

第三条 条例第二条第三項の規則で定める事業は、別表第一の第一欄に掲げ

る事業の種類に応じた    同表の第二欄に掲げる事業の内容を有する

一の事業のうち、同表の第三欄に掲げる地域においてその事業の一部又は

全部が実施されるべき場合に応じ、それぞれ同表の第四欄に掲げる対象事

業の要件に該当する一の事業とする。ただし、当該事業が同表の一の項か

ら六の項まで、八の項から十九の項まで及び二十一の項から二十三の項ま

での第二欄に掲げる事業の内容のいずれかに該当し、かつ、公有水面の埋

立て又は干拓（同表の二十の項に該当するものに限る。）を伴うものであ

るときは、公有水面の埋立て又は干拓である部分を除くものとする。 

２ 【略】 ２ 【略】 

（準備書の提出の時期） （準備書の提出の時期） 

第十五条 条例第十三条第三項に規定する規則で定める時期は、別表第二の

第一欄に掲げる対象事業の区分ごとに それぞれ同表の準備書の提出の

時期の欄に掲げる時期とする。ただし、条例附則第四項第一号に掲げる都

市計画対象事業にあっては、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第六

十条の規定による申請の日又は別表第二の第一欄に掲げる対象事業の区

分ごとにそれぞれ同表の準備書の提出の時期の欄に掲げる時期のいずれ

か早い日とする。 

第十五条 条例第十三条第三項に規定する規則で定める時期は、別表第二の

第一欄に掲げる対象事業の区分に応じ、それぞれ同表の第二欄に掲げる準

備書の提出の  時期とする。ただし、条例附則第四項第一号に掲げる都

市計画対象事業にあっては、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第六

十条の規定による申請の日又は同表  の第一欄に掲げる対象事業の区

分に応じた同表の第二欄に掲げる準備書の提出の    時期のいずれ

か早い日とする。 

（軽微な修正等） （軽微な修正等） 

第三十条 条例第十九条第一項第一号の規則で定める軽微な修正は、別表第

三の第一欄に掲げる対象事業の区分ごとに それぞれ同表の第二欄に掲げ

る手続を経ることを要しない修正の要件に該当するものとする。ただし、

環境影響が相当な程度を超えて増加するおそれがあると認めるべき特別

の事情があるものを除く。 

第三十条 条例第十九条第一項第一号の規則で定める軽微な修正は、別表第

三の第一欄に掲げる対象事業の区分に応じ、それぞれ同表の第二欄に掲げ

る手続を経ることを要しない修正の要件に該当するものとする。ただし、

環境影響が相当な程度を超えて増加するおそれがあると認めるべき特別

の事情があるものを除く。 

２ 【略】 ２ 【略】 

別表第二（第十五条関係） 別表第二（第十五条関係） 

対象事業の区分 準備書の提出の時期 

一～八 【略】 【略】 

九 別表第一の

五の項のアの

内容を有する

事業 

ア 工場立地法（昭和三十四年法律第二十四号）第六条第一

項又は第八条第一項の規定による届出の日 

イ ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第三十二条

第一項（同法第百五条において準用する場合を含む。）、

第六十八条第一項（同法第八十四条第一項において準用す

る場合を含む。）又は第百一条第一項の規定による届出の

日 

ウ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項       の規

定による通知の日 

エ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

オ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

十 別表第一の

五の項のイの

内容を有する

事業 

ア 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項       の規

定による通知の日 

イ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

十一 別表第一

の六の項のア

及びイの内容

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

対象事業    準備書の提出の時期 

一～八 【略】 【略】 

九 別表第一の

五の項のアの

内容を有する

事業 

ア 工場立地法（昭和三十四年法律第二十四号）第六条第一

項又は第八条第一項の規定による届出の日 

イ ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第三十二条

第一項（同法第百五条において準用する場合を含む。）、

第六十八条第一項（同法第八十四条第一項において準用す

る場合を含む。）又は第百一条第一項の規定による届出の

日 

ウ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規

定による通知の日 

エ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

オ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

十 別表第一の

五の項のイの

内容を有する

事業 

ア 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規

定による通知の日 

イ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

十一 別表第一

の六の項のア

及びイの内容

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定
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を有する事業 により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請                     

      の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請の日 

十二・十三 

【略】 

【略】 

十四 別表第一

の六の項のカ

及びキの内容

を有する事業 

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項       の規

定による通知の日 

ウ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

エ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

オ 特定多目的ダム法第四条第一項の基本計画の作成の日 

カ 河川法第二十六条第一項の許可の申請、同法第七十九条

第一項の認可の申請又は同法第七十九条第二項若しくは第

九十五条の規定による協議の日 

キ 土地改良法第七条第一項、第四十八条第一項（同法第八

十四条において準用する場合を含む。）、第七十七条第二

項、第九十五条第一項若しくは第九十五条の二第一項の認

可の申請の日、同法第八十七条第一項、第八十七条の二第

一項若しくは第九十六条の二第一項の土地改良事業計画を

定める日又は同法第九十六条の三第一項の規定により土地

改良事業計画を変更し、若しくは廃止する日 

十五 別表第一

の六の項のク

からサまでの

内容を有する

事業 

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 工場立地法第六条第一項又は第八条第一項の規定による

届出の日 

ウ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項       の規

定による通知の日 

エ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

オ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

十六 別表第一

の六の項のシ

及びスの内容

を有する事業 

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）申請又は同法第十八条第二項       の規定

による通知の日 

ウ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

エ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

オ 温泉法（昭和二十三年法律第百二十五号）第三条第一項、

第七条の二第一項又は第十一条第一項の許可の申請の日 

十七～三十 

【略】 

【略】 

三十一 別表第

一の十七の項

のア及びイの

ア 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

を有する事業 により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規

定による通知の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請の日 

十二・十三 

【略】 

【略】 

十四 別表第一

の六の項のカ

及びキの内容

を有する事業 

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規

定による通知の日 

ウ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

エ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

オ 特定多目的ダム法第四条第一項の基本計画の作成の日 

カ 河川法第二十六条第一項の許可の申請、同法第七十九条

第一項の認可の申請又は同法第七十九条第二項若しくは第

九十五条の規定による協議の日 

キ 土地改良法第七条第一項、第四十八条第一項（同法第八

十四条において準用する場合を含む。）、第七十七条第二

項、第九十五条第一項若しくは第九十五条の二第一項の認

可の申請の日、同法第八十七条第一項、第八十七条の二第

一項若しくは第九十六条の二第一項の土地改良事業計画を

定める日又は同法第九十六条の三第一項の規定により土地

改良事業計画を変更し、若しくは廃止する日 

十五 別表第一

の六の項のク

からサまでの

内容を有する

事業 

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 工場立地法第六条第一項又は第八条第一項の規定による

届出の日 

ウ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規

定による通知の日 

エ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

オ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

十六 別表第一

の六の項のシ

及びスの内容

を有する事業 

ア 電気事業法第四十七条第一項若しくは第二項の認可の申

請又は同法第四十八条第一項の規定による届出の日 

イ 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規定

による通知の日 

ウ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

エ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

オ 温泉法（昭和二十三年法律第百二十五号）第三条第一項、

第七条の二第一項又は第十一条第一項の許可の申請の日 

十七～三十 

【略】 

【略】 

三十一 別表第

一の十七の項

のア及びイの

ア 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含
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内容を有する

事業 

む。）の申請                     

     の日 

イ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請の日 

ウ 水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第五

条第一項又は第七条の規定による届出の日 

三十二～三十四 

 【略】 

【略】 

三十五 別表第

一の二十一の

項のアの内容

を有する事業 

ア 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請、同法第十八条第二項       の規定

による通知又は同法第五十九条の二第一項の規定による許

可の申請の日 

イ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

エ 都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）第七条の

九第一項の認可の申請の日 

三十六 別表第

一の二十一の

項のイの内容

を有する事業 

ア 建築基準法第八十八条第一項又は同条第二項において準

用する同法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法第

六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項       の規

定による通知の日 

イ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

三十七～三十九 

 【略】 

【略】 

 

内容を有する

事業 

む。）の申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規

定による通知の日 

イ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請の日 

ウ 水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第五

条第一項又は第七条の規定による届出の日 

三十二～三十四 

 【略】 

【略】 

三十五 別表第

一の二十一の

項のアの内容

を有する事業 

ア 建築基準法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法

第六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請、同法第十八条第二項若しくは第四項の規定

による通知又は同法第五十九条の二第一項の規定による許

可の申請の日 

イ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

エ 都市再開発法（昭和四十四年法律第三十八号）第七条の

九第一項の認可の申請の日 

三十六 別表第

一の二十一の

項のイの内容

を有する事業 

ア 建築基準法第八十八条第一項若しくは第二項において準

用する同法第六条第一項（同法第六条の四第一項の規定に

より読み替えて適用される場合を含む。）の確認（同法第

六条の二第一項の規定により確認とみなされる場合を含

む。）の申請又は同法第十八条第二項若しくは第四項の規

定による通知の日 

イ 都市計画法第二十九条第一項若しくは第二項又は第三十

五条の二第一項の許可の申請の日 

ウ 宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の許可の

申請又は同法第十五条第一項の協議の日 

三十七～三十九 

 【略】 

【略】 

 

備考 対象事業に適用される法令等に応じ準備書の提出の時期の欄に掲

げる時期に該当する日が二以上ある対象事業に係る準備書の提出の時

期は、それらのうち最も早い日とする。 

備考 対象事業に適用される法令等に応じ準備書の提出の時期の欄に掲

げる時期に該当する日が二以上ある対象事業に係る準備書の提出の時

期は、それらのうち最も早い日とする。 

別表第三（第三十条関係） 別表第三（第三十条関係） 

対象事業の区分 手続を経ることを要しない修正の要件 

一 別表第一の一の項

のアからキまでの内

容を有する事業 

ア 道路の長さが十パーセント以上増加しないこと 

イ 修正前の対象事業が実施されるべき区域から五十

メートル以上離れた区域が新たに対象事業が実施さ

れるべき区域とならないこと 

ウ 車線の数が増加しないこと 

エ 設計速度が増加しないこと 

二～四十 【略】 【略】 
 

対象事業    手続を経ることを要しない修正の要件 

一 別表第一の一の項

のアからキまでの内

容を有する事業 

ア 道路の長さが十パーセント以上増加しないこと 

イ 修正前の対象事業が実施されるべき区域から五

十メートル以上離れた区域が新たに対象事業が実

施されるべき区域とならないこと 

ウ 車線の数が増加しないこと 

エ 設計速度が増加しないこと 

二～四十 【略】 【略】 
 

附 則 

この規則は、令和六年十一月一日から施行する。 


